
企業を取り巻く環境がVUCA（変動性、不確実性、
複雑性、曖昧性）の時代といわれるようになり、はや
10年が経ちました。近年は新型コロナウイルス感染症
（Covid-19）の影響からグローバルレベルでの不確実
性が増大しており、各社の中期経営計画にも大きく影
響しているようです。また、先が見通せない、かつ状
況変化のスピードが速い環境に対応するために、経営
者や事業責任者はこれまでの事業年度単位でのPDCA

サイクルにとどまらず、経営環境の変化に合わせてよ
り柔軟に機敏性（Agility）を持ったアクションが求
められ、現在のファイナンス部門はこれらの意思決定
や実行のための洞察提供やナビゲートをする役割が求
められています。このような外部環境の変化へ柔軟に
対応する経営管理のサイクルをOODA（ウーダ）ルー
プといいます。

OODAループは、観察（Observe）、情勢判断
（Orient）、意思決定（Decide）、行動（Act）を機敏
に回すことによって環境変化への対応スピードを向上
させる意思決定手法です。
本シリーズでは全8回にわたり、Finance DXに関

する包括的な論述を行っています。本誌2022年5月
号の第3回ではファイナンス部門がその役割を高度化

するに当たって必須となる、データの蓄積と利活用と
いう観点から、デジタル技術の適用について述べまし
た。第4回となる本稿では、ファイナンス部門が過去情
報に基づく予実差異分析を基にした改善アクションを
支援する役割からさらに進化し、データを起点に将来
予測情報を提供し対処方法を事前に予期する、データ
ドリブン経営の実現に向けた変革の推進役となるため
のポイントについて論じます。

従来の管理会計では、事業年度のはじめに事業計画
や予算を作成し、その計画・予算と実績との差異を月
次等で分析し、改善アクションを考えることが中心で
した。これは、外部環境が安定している状況下では、過
去の財務指標をさまざまな切り口で分析することで適
切な改善活動につなげる、PDCAサイクルのCheck／
Actionの部分を担う意味で、一定の意義がありました。
しかし、昨今の経営環境においては、計画や予算の
前提条件自体が期中に大きく変化するため、計画・予
算と実績の差異分析と改善アクションの検討のみで
は、対応が難しいケースも生じています。例えば、為
替レートが大きく円安に振れる、あるいは地域紛争の

Ⅰ　はじめに

デジタル&イノベーション

Ⅱ　データ起点の経営判断の変革

データドリブン経営　－PDCAサイクルからの昇華－

• Shimpei Mori
BC-FinanceのFinance DXオファリング
チームに所属。EYストラテジー・アンド・
コンサルティング（株） マネージャー。

• Takuya Iikawa
BC-FinanceのFinance DXオファリング
チームに所属。EYストラテジー・アンド・
コンサルティング（株） マネージャー。

• Zhidong Lyu
BC-FinanceのFinance DXオファリング
チームに所属。EYストラテジー・アンド・
コンサルティング（株） マネージャー。
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発生によって川上工程の供給能力が逼
ひっ

迫
ぱく

することで、
資材や部品の仕入価格が高騰しても、現場レベルでは
改善できない管理不能な予実差異として取り扱われる
ことが多く、有効な打ち手につながらない状況が想定
されます。また、そもそも予実差異分析とは過去情報
の分析であるため、その結果に基づく改善アクション
が、将来の経営環境下でどの程度有効かについての検
討は、ほとんど実施されないことが実情です。
このような変化の激しい環境下においては、将来に
起こり得る事象を複数のシナリオで予測し、それぞれ
の状況に応じた施策を備える経営・事業のかじ取りが
求められます。そのためには過去情報ではなく、でき
る限り多くの将来予測情報に基づいて、今後のビジネ
スに向けた意思決定を行う必要があります。過去の財
務情報の分析ではなく、これからの財務数値を事業部
門と一緒に作っていく、つまり経営者や事業責任者と
ともにOODAループを推進する役割が、今のファイナン
ス部門に求められています 。
具体的に企業経営、事業運営において、これからの
業績結果、財務数値を生み出していくために、どのよ
うな意思決定が必要なのか。また、そうした意思決定
をデータ起点で進めるためには、どのような将来予測
やシナリオシミュレーションが必要なのか、その全体

像を＜図1＞に示します。

OODAループはもともと、1950年代に米国空軍で
戦闘機による空戦の勝率を上げるための軍事理論とし
て整理されたものです。そのため、企業経営での利用
においては、目の前の戦闘、つまり短期的な状況判断
や意思決定のみに役立つと誤解されがちです。しかし、
OODAループの本質は、変化する状況に対応するため
に事前に複数の予測される状況を想定し、それに対応
する複数の施策を用意しておくことで、迅速な対応を
実行して勝つための戦略です。そのため、企業活動に
おいては短期計画だけではなく、むしろ中長期の計画
についてその計画の前提条件を明らかにし、その前提
が変わった場合に機敏に対応できるように準備してお
くことが、企業経営におけるOODAループの活用ポイン
トであると言えます。
また、OODAループは、販売活動、生産活動、購買
活動といった事業活動の特定の領域のみに適応した手
法ではなく、限界利益を最大化するPSI計画や、製品別
ライフタイム収益管理といった、事業活動におけるさ

▶図1　データ起点の意思決定の全体像

Ⅲ　OODAループ実現のための三つの備え

ProcurementProductionInventorySales

中期
（3年程度） 中長期C／Fの最適化

長期C／Fの最適化

短期C／Fの最適化

Cash Flow

短期

長期

Product Portfolio最適化
（売上・利益最大化）

PLMProduct Portfolio管理 

上市／終売計画の最適化

仕入地、生産地、仕向地の最適化

Value Chain 設計シミュレーション
［検討要素］
需要ロケーション／仕入原価／フレート
ロケーション別の製品コスト（人件費）
／移転価格／工場新設投資

Value Chain 設計

【R&D】
• テーマ別のROI予測と
モニタリング

• R&D計画変更による

【PLM】【Product Portfolio】
• Product Portfolio
シナリオ別売上、利益
シミュレーション

R&D

R&Dテーマの最適化、
投資／継続／中止判断
の適時化、適切化

C／F予測

投資

再投資

需要予測 販促計画 需要計画

コスト対効果観点での
販促計画最適化

成りゆきの需要予測

販促シナリオ別の需要シミュレーション

製造計画

短期の仕入コスト低減
（調達先変更／Volume 

Discount／先物取引）

仕入シミュレーション

MRP 資材発注在庫計画

限界利益を最大化する
PSI計画擦り合わせと合意

計画シナリオ別の限界利益予測

中期販売予測

サプライヤ管理

サプライヤ変更
シミュレーション

コスト／品質
カントリーリスク
為替変動
乗換コスト

調達QCDの最適化

中期需要予測

中期市場予測

市場予測

競合予測

製品別ライフサイクル損益把握

Predictive Analysis

意思決定の目的

（年度内）

【凡例】

［検討要素］企画・R&Dから終売までの複数年度にわたる予測・シミュレーション

PLM、PPMへのインパクト分析

• SKU別損益予測
• 上市／終売シナリオ
シミュレーション
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デジタル&イノベーション

まざまな機能を横断的に管理・最適化できる手法です。
このように、OODAループは理論的には企業経営・
事業運営の全般を通して、状況変化に俊敏に対応でき
る意思決定システムとして、不確実性の高い経営環境
に適した手法です。しかし、これまでの事業年度単位で
のPDCAサイクルによる意思決定から昇華し、OODA

ループによる意思決定システムに変革することは決し
て容易ではありません。OODAループ実現のためには、
＜図2＞で示すように、「デジタル」「ピープル」「カ
ルチャー」の3つの備えを事前にデザインして推進す
る必要があります。

デジタルの備えにおいては、＜図3＞で示すように、
「データ収集」「データ蓄積」「処理」「報告」の4つの
観点から検討することが重要です。
まず、「データ収集」について重要なポイントを2

点述べます。
1点目は、収集すべきデータの広がりや、多くの利

用者への展開を見据えて、柔軟に拡張・対応できる仕
組みが必要である点です。昨今はSAAS環境で提供さ
れ、ユーザーが比較的柔軟にウェブブラウザー上でオ
ペレーションできるパッケージソフトも増えており、
こうしたデジタルツールの利用が可能です。

2点目は、企業内に存在する複数のシステムや社外
に存在するデータソースを含め、データ連携を容易に
するために同一のプラットフォームでデータ収集を行
うことが望ましい点です。これについても、WEB-API

等の活用を通じた、リアルタイムでのデータ一元収集
が可能になりつつあります。
次に「データ蓄積」については、データ量が重要にな
ります。昨今収集可能なデータは指数関数的に増加し
ており、こうしたデータを複数のシナリオシミュレー
ション等に余すことなく活用するためには、一昔前の
ようにデータ容量を事前に見積もってその制約の中で
システム運用するのではなく、データの増加に柔軟に
拡張できる仕組みが必要です。
そのためには、SAASを中心としたクラウドシステ
ムを利用するとともに、企業内の複数のシステムでの
データの散在や重複を可能な限り解消するために、グ

▶図2　OODAループ実現に向けた3つの備え

▶図3　デジタルの備え

Ⅳ　デジタルの備え

PDCAサイクルから
OODAループへの昇華

デジタルの備え ピープルの備え カルチャーの備え

• 社内・社外を含む必要なデータの収集と蓄
積、および一元管理

• 環境変化に対応できる柔軟な詳細予測やシ
ナリオシミュレーションの算出モデル

• 大量データの高速処理
• ユーザー自身による柔軟な設定変更や拡張

• 必要なケイパビリティーの整理と現状棚卸
• ケイパビリティー充足のためのアクション
プランの策定

• 社内リソースの育成と最適配置、および社
外専門家の活用

• トップマネジメント、ミドルマネジメント
層のデジタルリテラシーの向上

• 小さな成功事例の積み重ねによる、デジタ
ル活用を志向する文化の醸成

データ収集 処理 報告

データ蓄積

1. 多くの利用者に迅速に展開でき
る、ウェブブラウザベースの
SaaSシステムの活用

2. 複数の社内システムや社外ソー
スからのデータの一元収集

1. ユーザー自身がデータモデルや処理ロジックを設計できる
ツールの利用

2. 大量データを高速で処理できるツールの利用と、データ処理
に関する外部専門家の活用 1. 報告を受けた管理者自身がさま

ざまな分析を加えることができ
る、BI・ダッシュボードツール
の活用

1. 指数関数的に増大する必要データボリュームに柔軟に対応で
きる、データ蓄積の仕組み構築
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ローバルデータベースを設計し、データを一元化する
取組みも必要です。
「処理」では、柔軟性と高速化に対応する必要があ
ります。
将来予測やシナリオシミュレーションの算出モデル
は固定されたものではなく、環境変化に合わせ、また
仮説・検証を繰り返して、頻繁に見直す必要がありま
す。その際に、都度、IT部門に開発依頼をしなくても、
ユーザー側でモデル式等を柔軟に変更できる仕組みで
ある点が重要で、前出のSAAS型のアプリケーション
は、そうした要求にも対応できつつあります。
また、大規模なデータモデルを扱う場合には、高速
な演算処理が必要であり、これもインメモリーデータ
ベース等の技術の活用が見込まれています。
「報告」では、報告を受けるユーザー自身が、例え
ばWhat-If分析などの追加分析を行える機能を備えた
ダッシュボードツールが求められます。近年では、こ
うしたBI・ダッシュボードツールの価格が下落傾向に
あり、本格的な導入を推進する企業も増えています。
総括すると、OODA ループの実現を支援するために
は、さまざまな社内システムや社外ソースからデータ
を収集し、これらの大量データを一元的に蓄積した上
で、将来発生する状況パターンをAIや統計情報を活用
して、大量データ解析を短時間で演算処理できるよう、
備えておく必要があり、昨今のデジタルツールはこう

した要求を満たしつつあります。

企業経営、事業運営におけるファイナンス部門の役
割が、PDCAサイクルのCheck／Action役からOODA

ループの推進役に変化することに伴い、ファイナンス
部門に求められるケイパビリティも、従来の管理会計
部門が求められていたものから大きく広がります。
＜図4＞はOODAループ実現のためにファイナンス
部門が具備しておくべきケイパビリティを、縦軸にビ
ジネスリテラシーとデジタルリテラシー、横軸に実務
家と戦略家に分け、2軸4象限で網羅したものです。
実績情報の収集や定常的な予実分析、管理レポー
ティングを行う「オペレーター」に相当する人材はこ
れまでも存在しました。一方で、今後OODAループを推
進するに当たっては、より広範囲なデータソースから
高度な分析を行える「アナリティクスエキスパート」や、
分析の元となるデータをガバナンスする「データエキ
スパート」として、ケイパビリティを拡張する必要が
あります。
さらに、ビジネスそのものへの深い理解と知見に基
づき、予測モデルや統計モデルに落とし込む「モデリン
グエキスパート」や、分析結果から意思決定に真に役

Ⅴ　ピープルの備え

▶図4　ピープルの備え

実
務
家

戦
略
家

デジタルリテラシー

ビジネスリテラシー

データエキスパート
• データの完全性、即時性、一貫性を保つ
• そのために必要なデータの取扱ルールを
規定し、データガバナンスを実施する

モデリングエキスパート
• 事業に対する深い理解に基づいて、
予測モデル・統計モデルを継続的
に進化させる

カタリスト
• 将来の変化、予測を見据えた、経営管理、
事業運営上の最適な意思決定を促す

• 関係者間の合意形成と、合意事項の着実
な実行を推進する

オペレーター
• データを集計・照合・入力する
• 一定のルールに従った情報分析を行う
• 一定フォーマットのマネジメントレポート
を作成する

アナリティクスエキスパート
• 多種多様なデータソース、および分析要件
の変化を鑑み、迅速、正確、かつ効率的な
アナリティスクの方法・仕組みを構築し、
実行する

インサイトインタープリター
• 分析結果をもとに、意思決定に有用
なインサイト（洞察）を見出す
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立つ洞察を見いだす「インサイトインタープリター」と
いったケイパビリティも新たに必要となります。また、
事業の現場の意思決定や合意形成、および着実な実行
を推進するために、周囲の人を巻き込むソフトスキル
を兼ね備えた、「カタリスト」というケイパビリティ
も求められます。
このように、OODAループを推進するために必要な
ケイパビリティには多様なものがあり、これらの性質
の異なるケイパビリティを一人の個人が持つことはほ
ぼ不可能です。したがって、組織、チームとしてこれ
らを具備できるよう、人材の育成・強化に取り組む必
要があります。

OODAループを推進するためにファイナンス部門が
具備すべきケイパビリティとその人数を計画し、不足
分について戦略的に補っていく取組みが重要です。その
際には、どのケイパビリティは社内で持つべきか、逆
にどのケイパビリティは外部専門家に頼るべきか。あ
るいは、社内で持つとしてもCenter of Excellence

に集中的に人材と知見を蓄積すべきか、それとも意思
決定の現場に近いローカルファイナンスに分散配置す
べきか、といった観点での検討が重要です。

BPRなどの一般的な業務変革プロジェクトにおける
チェンジマネジメントでは、「トップダウンの強い要
請」「業績評価への反映による行動促進」「新業務に対
する入念なトレーニング」が重視されます。こうした
変革の対象は現場レベルのメンバーであることが多く、
変革後の新たな業務プロセスの浸透が重要なポイント
となります。
一方で、OODAループの導入においては、変革すべ

き相手がミドルマネジメントやトップマネジメントと
なる点や、変革の対象が業務プロセスではなく意思決
定の考え方そのものである点が、通常の業務変革プロ
ジェクトとは根本的に異なります。
そのため従来のチェンジマネジメントの手法のみで
は、OODAループによるデータドリブン経営の実現は
困難であり、「カルチャーの備え」として次の2点に
取り組む必要があります。

1点目は、経験則に基づく意思決定を重視しがちな
ミドルマネジメントやトップマネジメントに対して、
AIや統計予測情報の特性を理解してもらい、デジタル

リテラシーを向上させることです。これにより、デジ
タルを意思決定に活用することの優位性と限界につい
て腹落ちさせることが重要です。

2点目はPoC（Proof of Concept）により小さな成
功例を社内に積み上げていくことで、デジタルを活用
した経営スタイルを志向する文化を社内に伝搬させる
ことです。このように、新しいカルチャーを押し付け
るのではなく、新しいカルチャーに取り込むことの利
点や重要性を、社内に徐々に浸透させていくことが、
変革の成功要因となります。

OODAループによる意思決定や、データドリブン経
営といった考え方は決して新しいものではありません
が、これまではそれを実現するためのデジタル技術が
追い付いていなかったため、コンセプトレベルで議論
が止まっていました。しかし、昨今のデジタル技術の
急速な進化により、「デジタルの備え」の側面では実
現のためのハードルが大きく下がりました。
一方で「ピープルの備え」や「カルチャーへの備え」
は、人材のケイパビリティやマインドが関わってくる
ものであり、十分な備えを行うには非常に時間がかか
るものと想定します。
したがって、「デジタル」での実現性が見えてきた
今の時点から、「ピープル」や「カルチャー」の備え
に正面から取り組む企業と取り組まない企業では、数
年先の成果が大きく異なるのではないかと考えます。
ファイナンス部門がOODAループの推進役となり自社
のビジネスのさらなる飛躍に寄与するのか、PDCAの
チェック役にとどまりビジネスの縮小均衡を招くのか、
今がその重大な岐路であるといえます。

お問い合わせ先
EYストラテジー・アンド・コンサルティング（株）
E-mail：shimpei.mori@jp.ey.com
E-mail：takuya.iikawa@jp.ey.com
E-mail：zhidong.lyu@jp.ey.com
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